
(賃金構造基本統計調査報告から作成)

企業規模別年齢別女子パートタイム労働者の割合(1985)

(パートタイム労働実態調査報告から作成)

労働組合数と労働組合員数の推移
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(労働組合基礎調査報告から作成)

労働組合員数の産業別割合

(1986)

(労働組合基礎調査報告から作成)

おもな産業の主要労働団体別労働組合員の割合 (1986)

(労働組合基礎調査報告から作成)
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42 42社 会

1. 産業別の労働時間と賃金

2. パートタイム女子労働者の割合と賃金

3. 産業別労働組合員数

1.産業別の労働時間と賃金

1986年の常用労働者の1人平均月間労働時間は、175.2時間で、男女別

では、男子が181.9時間、女子が162.2時間である。

労働時間は、産業別では、建設業が最も長く189.7時間、金融・保険業

が最も短く158.8時間である。都道府県別では、山形県が最も長く184.6

時間、埼玉県が最も短く170.6時間である。企業規模別では、5～29人規

模企業が181.1時間、30～99人規模企業が176.8時間、100～ 499人規模

企業が174.9時間、500人以上規模企業が173.4時間で、大企業ほど労働

時間は短い。

所定の労働時間に対する超過労働時間の割合は、8.2％で、産業別では、

運輸・通信業が最も高く12.8％、卸売・小売業、飲食店が最も低く4.8％

である。

1人平均月間賃金は32万7041円である。産業別では、電気・ガス・熱供

給・水道業が最も高く45万1078円、卸売・小売業、飲食店が最も低く28万

3166円である。企業規模別では、5～29人規模企業が23万7214円、500人

以上規模企業が39万0250円である。男女年齢別では、男子は45～49歳が最

も高く34万9100円、女子は55～59歳が最も高く17万6400円となっている。

〔凡例と作図の要点〕

1.産業別のうち鉱業は、県別統計に未公表部分が多いため、表示しなか

った。

2.労働時間と賃金は、従業員規模30人以上の事業所の集計結果を用いた。

3.常用労働者の1人平均月間労働時間および月間賃金は、1986年に労働し

た時間並びに支給された賃金の総額の月平均である。

4.常用労働者とは、常用の雇用労働者で、パートタイム労働者、日雇労働

者は含まない。

〔主な資料〕

1.労働省，毎月勤労統計調査報告－地方調査－、 昭和61年1月～12月分

2.労働省，昭和61年賃金構造基本統計調査報告、第4巻都道府県別

3.労働省，毎月勤労統計調査年報，昭和61年

2.パートタイム女子労働者の割合と賃金

1986年6月のパートタイム女子労働者は、140万人で、そのうち製造業

に44.2％、卸売・小売業、飲食店に37.4％、サービス業に18.4％が従事し

ている。

女子の雇用者のうち、パートタイム女子労働者の占める割合は17％であ

る。都道府県別では、埼玉県が最も高く30.6％、福井県が最も低く6.4％で

ある。パートタイム女子労働者は、大都市とその周辺地域に多く、埼玉、

千葉、東京、神奈川の4都県に32％、京都、大阪、兵庫の3府県に15％と

集中している。

パートタイム女子労働者の賃金は、1時間あたり20～24歳が最も高く650

円、17歳以下が最も低く526円で、全国平均は610円である。

〔凡例と作図の要点〕

1.全産業は、製造業と卸売・小売業、飲食店およびサービス業の合計を便

宜的に全産業とした。

2.企業規模10人以上の集計を用い、1時間あたりの賃金の表示は、10円未

満の端数を5円を基準として切り上げ切り捨てを行った。

3.パートタイム女子労働者とは、1週の所定労働時間が通常の労働者より

1～ 2割程度以上短い労働者をいう。

〔主な資料〕

1.労働省，昭和61年賃金構造基本統計調査報告

2.労働省，昭和60年パートタイム労働実態調査報告

3.産業別労働組合員数

1986年6月現在の労働組合数(単位労働組合)は7万4183組合、労働組

合員数 (単一労働組合)は1234万2853人で、推定組織率(雇用労働者数に

対する労働組合員数の割合)は28.2％ (単一労働組合)である。

産業別労働組合員数は、製造業が最も多く414万1320人 (労働組合員総

数の33.5％)、次いで、運輸・通信業184万7478人 (14.9％)、サービス

業169万5480人 (13.7％)、公務145万9845人 (11.8％)の順となってい

る。

推定組織率は、公務が最も高く75.2％、次いで、電気・ガス・熱供給・

水道業66.7％、運輸・通信業56.8％、建設業17.9％、サービス業17.6％、

農業、林業、漁業14.5％、卸売・小売業、飲食店8.9％の順となっている。

主要団体別の労働組合の状況をみると、日本労働組合総評議会(総評)

に全労働組合員数の34.6％が加盟し、全日本労働総同盟(同盟)に17.3％、

全国産業別労働組合連合会(新産別)に0.5％、中立労働組合連絡会議 (中

立労連)に13.0％とそれぞれ加盟している。

〔凡例と作図の要点〕

1.産業別労働組合員の区分は、統計上は14の産業大分類となっているが

9区分にまとめて表示した。

2.統計上、労働組合は単位労働組合と単一労働組合とに分けて集計されて

いる。単位労働組合とは、規約上当該組織の構成員が労働者の個人加入

の形式をとり、独自の活動を行い得る下部組織をもたない組合をいう。

単一労働組合とは、規約は同じながら組織の内部に単位組織組合に準

じた機能 (支部、分会)を有する組合をいう。組合員数は、都道府県別

の単位労働組合の組合員数によった。

3.官公庁の現業部門の組合員は、公務以外の各産業にそれぞれ分類されて

いる。

〔主な資料〕

1.労働省，昭和61年労使関係総合調査、労働組合基礎調査報告

企業規模別年齢別所定内給与額(1986)

企業規模別週所定内労働時間別労働者の割合(1986)

(労働統計年報から作成)

(労働統計年報から作成)

企業規模
(従業員数)

企業規模
(従業員数)

男 女
1,000人以上

100～999

10～99

企業規模

(従業員数)

1,000人以上

100～999

30～99

1,000人以上

300～999

100～299

30～99

全産業

建設業

製造業

電気・ガス・
熱供給・水道業

運輸・通信業

金融・保険業

サービス業

公務

産業別女子パートタイム
労働者の割合(1986)

飲食店

卸売・小売業、



42.1 (1986)

1:12,000,000
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1,000円

10,000円

100,000円

1人平均月間労働時間(全国) 175.2時間

1人平均月間賃金(全国) 32.7万円

常用労働者の1人平均月間労働時間

資料なし

150時間未満

150時間以上 160時間未満

160時間以上 170時間未満

170時間以上 180時間未満

180時間以上 190時間未満

190時間以上 200時間未満

200時間以上

1人平均月間賃金

電気・ガス・熱供給・水道業

卸売・小売業、飲食店

製造業

運輸・通信業

金融・保険業 サービス業

建設業

産業別の労働時間と賃金

産業別の労働時間と賃金



パートタイム女子労働者の割合と賃金

(1986)

全産業

(1986)

製造業

42.2

全産業

100円

10円

各産業

100円

10円

1:8,000,000

(1986)

卸売・小売業、飲食店

(1986)
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350人以上

300人以上

100人以上

150人以上

200人以上

250人以上

100人未満

女子労働者1,000人あたりパートタイム女子労働者数

パートタイム女子労働者の1時間あたり賃金

（全国） 610円

パートタイム女子労働者の1時間あたり賃金

（全国） 170人

女子労働者1,000人あたりパートタイム女子労働者数

パートタイム女子労働者数(全国） 140万人

パートタイム女子労働者の割合と賃金

サービス業

パートタイム女子労働者の割合と賃金パートタイム女子労働者の割合と賃金

パートタイム女子労働者の割合と賃金

350人未満

150人未満

200人未満

250人未満

300人未満



全 産 業

42.3
全 産 業

(1986)

各 産 業

1:12,000,000

農業、林業、漁業 鉱業、建設業

製 造 業

172

1,000,000人

100,000人

10,000人

1986.6.30現在

100,000人

10,000人

1,000人

電気・ガス・熱供給・水道業

運輸・通信業

金融・保険業、不動産業 サービス業

公 務

卸売・小売業、飲食店

産業別労働組合員数

産業別労働組合員数
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